
広島県水道広域連合企業団管理規程第42号 

 広島県水道広域連合企業団契約規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和５年３月 31 日 

  広島県水道広域連合企業団企業長 湯 﨑 英 彦 

広島県水道広域連合企業団契約規程の一部を改正する規程 

 広島県水道広域連合企業団契約規程（令和４年広島県水道広域連合企業団管理規程第９

号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（契約保証金） 

第４条 （略） 
 ⑴―⑷ （略） 
 ⑸ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16

号。以下「地自令」という。）第167条の
５第１項の規定により定めた資格を有する
者による一般競争入札に付し、若しくは指
名競争入札若しくは競り売りに付し、又は
随意契約による場合において、その必要が
ないと認められるとき。 

２ （略） 
 ⑴―⑹ （略） 

（担保の価値） 

第５条 （略） 
 ⑴―⑶ （略） 
 ⑷ 銀行その他契約担当職員が確実と認める

金融機関が引き受け、又は保証若しくは裏
書をした手形 手形金額（その手形の満期
の日が当該手形を提供した日の一月以後で
あるときは、提供した日の翌日から満期の
日までの期間に応じ、当該手形金額を地方
公営企業法（昭和27年法律第292号）第27
条の規定により指定した金融機関の手形割
引率によって割り引いた金額） 

 
 ⑸―⑹ （略） 

（監督の職務と検査の職務の兼職禁止） 

第８条 契約担当職員は、やむを得ない事情が
ある場合を除き、地方自治法（昭和22年法律
第67号）第234条の２第１項の監督を行う職
員の職務と同項の検査を行う職員の職務を兼
ねさせてはならない。 

（部分払の限度額） 

第９条 （略） 
２ 前項の規定により部分払をする場合におい
て、地方公営企業法施行令（昭和27年政令第
403 号。以下「地企令」という。）第 21 条の
７第３号又は地自令附則第７条に規定する経
費の支払につき前金払をしているときは、同

（契約保証金） 

第４条 （略） 
 ⑴―⑷ （略） 
 ⑸ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16

号。以下「令」という。）第 167 条の５第
１項の規定により定めた資格を有する者に
よる一般競争入札に付し、若しくは指名競
争入札若しくは競り売りに付し、又は随意
契約による場合において、その必要がない
と認められるとき。 

２ （略） 
 ⑴―⑹ （略） 

（担保の価値） 

第５条 （略） 
 ⑴―⑶ （略） 
 ⑷ 銀行その他契約担当職員が確実と認める

金融機関が引き受け、又は保証若しくは裏
書をした手形 手形金額（その手形の満期
の日が当該手形を提供した日の一月以後で
あるときは、提供した日の翌日から満期の
日までの期間に応じ、当該手形金額を地方
自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法
」という。）第 235 条第１項の規定により
指定した金融機関の手形割引率によって割
り引いた金額） 

 ⑸―⑹ （略） 

（監督の職務と検査の職務の兼職禁止） 

第８条 契約担当職員は、やむを得ない事情が
ある場合を除き、法第 234 条の２第１項の監
督を行う職員の職務と同項の検査を行う職員
の職務を兼ねさせてはならない。 

 
（部分払の限度額） 

第９条 （略） 
２ 前項の規定により部分払をする場合におい
て、令第 163 条第３号又は附則第７条に規定
する経費の支払につき前金払をしているとき
は、同項の規定により支払うべき金額から、
当該前金払金額に、工事、製造又は修繕にあ



項の規定により支払うべき金額から、当該前
金払金額に、工事、製造又は修繕にあっては
その出来形歩合、物件の納入にあってはその
納入の割合を乗じて得た金額を控除するもの
とする。 

（前払金に係る契約等の履行遅滞による損害

賠償等） 

第 12 条 契約担当職員は、地企令第 21 条の７

第３号若しくは第４号又は地自令附則第７条

に規定する経費について前金払をした場合に

おいて契約の相手方がその責めに帰すべき理

由により履行期限までに契約による義務を履

行し終らないときは、前条第１項の損害賠償

金のほか、契約の相手方に遅延日数に応じ、

支払済の前金払金額（第９条第２項の規定に

より部分払の支払につき控除した金額がある

場合は、その控除した金額を当該前金払金額

から控除した金額）につき年14.5パーセント

の割合で算定した額以上の金額を損害賠償金

として納めさせなければならない。 

（入札保証金） 

第14条 （略） 
 ⑴―⑵ （略） 
 ⑶ 地自令第 167 条の５第１項の規定により

定めた資格を有する者による一般競争入札
に付する場合において、当該入札に参加し
ようとする者が契約を締結しないこととな
るおそれがないと認められるとき。 

２ （略） 

（入札の公告） 

第16条 契約担当職員は、一般競争入札により
契約を締結しようとするときは、その入札期
日の前日から起算し、少なくとも10日前（１
件の予定価格が50万円以上である建設工事の
請負契約にあっては、15 日前）に掲示その他
の方法をもって地自令第 167 条の６第１項の
公告をしなければならない。ただし、急を要
する場合においては、その期間は５日までを
短縮することができる。 

（再度入札） 

第22条 契約担当職員は、地自令第167条の８
第４項に規定する再度の入札をするときは、
５回を超えてこれをしてはならない。 

（随意契約によることができる場合） 

第29条 地企令第21条の14第１項第１号の管

理規程で定める額は、別表左欄に掲げる契約

の種類に応じ同表右欄に定める額とする。 

（地企令第 21 条の 14 第１項第３号又は第４

号の規定による随意契約の方法により契約を

締結する場合の手続） 

第 30 条 契約担当職員は、地企令第21 条の 14
第１項第３号又は第４号の規定により随意契
約の方法による契約を締結しようとする場合

ってはその出来形歩合、物件の納入にあって
はその納入の割合を乗じて得た金額を控除す
るものとする。 

 
 

（前払金に係る契約等の履行遅滞による損害

賠償等） 

第12条 契約担当職員は、令第163条第３号若

しくは第４号又は附則第７条に規定する経費

について前金払をした場合において契約の相

手方がその責めに帰すべき理由により履行期

限までに契約による義務を履行し終らないと

きは、前条第１項の損害賠償金のほか、契約

の相手方に遅延日数に応じ、支払済の前金払

金額（第９条第２項の規定により部分払の支

払につき控除した金額がある場合は、その控

除した金額を当該前金払金額から控除した金

額）につき年14.5パーセントの割合で算定し

た額以上の金額を損害賠償金として納めさせ

なければならない。 

（入札保証金） 

第14条 （略） 
 ⑴―⑵ （略） 
 ⑶ 令第 167 条の５第１項の規定により定め
た資格を有する者による一般競争入札に付す
る場合において、当該入札に参加しようとす
る者が契約を締結しないこととなるおそれが
ないと認められるとき。 

２ （略） 

（入札の公告） 

第16条 契約担当職員は、一般競争入札により
契約を締結しようとするときは、その入札期
日の前日から起算し、少なくとも10日前（１
件の予定価格が50万円以上である建設工事の
請負契約にあっては、15 日前）に掲示その他
の方法をもって令第 167 条の６第１項の公告
をしなければならない。ただし、急を要する
場合においては、その期間は５日までを短縮
することができる。 

（再度入札） 

第22条 契約担当職員は、令第167条の８第４
項に規定する再度の入札をするときは、５回
を超えてこれをしてはならない。 

（随意契約によることができる場合） 

第29条 令第167条の２第１項第１号の管理規

程で定める額は、別表左欄に掲げる契約の種

類に応じ同表右欄に定める額とする。 

（令第 167 条の２第１項第３号又は第４号の

規定による随意契約の方法により契約を締結

する場合の手続） 

第30条 契約担当職員は、令第167条の２第１
項第３号又は第４号の規定により随意契約の
方法による契約を締結しようとする場合は、



は、あらかじめ、当該契約をしようとする物
品又は役務ごとに、次に掲げる事項を公表す
るものとする。 

  ⑴―⑶ （略） 
２―３ （略） 

あらかじめ、当該契約をしようとする物品又
は役務ごとに、次に掲げる事項を公表するも
のとする。 

  ⑴―⑶ （略） 
２―３ （略） 

附 則 

 この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 


